○○旧観光基本法及び観光立国推進基本法

日本の観光政策に関する基本的な方針を定めた法律が旧観光基本法及び同法を全面改正し改題した観光立国推進基本法である。
基本法は、国会が法律の形で、政府に対して、国政に関する一定の施 策･方策の基準･大綱を明示して、これに沿った措置をとることを命ずるという性格･機能を 有しているものである。議員提案により成立したものが多く、旧観光基本法は1963 年に自由民主党、社会党及び民社党の三党共同の議員提案により制定された。戦後日本国憲法のもと、教育基本法(1947)、原子力基本法(1955)のあと、農業基本法、災害対策基本法が 1961 年に内閣提案により制定されたが、5 番目の旧観光基本法は議員提案による規範性の弱い基本法であり、その意味で 1995 年以降量産されている議員提案基本法の先駆けであった。
基本法は伝統的な法規概念からは国民の権利･義務に関する規定がないので法規範とはいえないという指摘がなされている。いわゆる 55 年体制のもとにおいて国会対策上内閣提出法案数を制限し、予算関係法案を優先する必要から、1963 年 9 月 13 日には「法 律の規定によることを要する事項をその内容に含まない法律案は、提出しないこと」等を 内容とする「内閣提出法律案の整理について」という閣議決定がなされており、規範性のない基本法は内閣提出法案としては閣議決定されないこととなっていた(1970 年から 88 年 までは基本法が制定されていない、いわば基本法空白期である)。細川政権の樹立により 55 年体制は崩壊し、同時に予算関係法案中心主義のバイアスも是正されたこともあり、規範性の弱いとされる基本法が増産されることとなった。基本法が 1995 年から急増していることからも理解されるところである。
旧観光基本法制定の時代背景には、1964 年東京オリンピックの開催、日本人海外旅行の自由化に代表される高度経済成長がある。その後の国際収支の改善とともに、旧観光基本法の最も重要な政策理念である外貨獲得のための外客誘致理念は実質消滅してしまった。日本人海外旅行者数が訪日外客数を上回った1971 年、旅行あっ旋業法が旅行業法に改正されることにより、外国人観光客対策から日本人海外旅行者対策へと政策がシフトした。1977 年「国際観光文化都市の整備のための財政上の措置等に関する法律」の提案理由説明からは、国際収支の改善は完全に消滅した。外客誘致理念は、国際収支の改善とともに消滅する運命にあった。
外貨獲得目的としての外客誘致理念が機能しなくなっている今日、観光政策が展開される外客誘致理念の一つとして国威発揚が強調される。日本人海外旅行者数が千七百万人を 超えるにもかかわらず、訪日外客数が少ないと数を問題とするのは、一種の国のプライド論をもとにしている。観光立国推進基本法が前文において「我が国を来訪する外国人観光旅客数等の状況も、国際社会において我が国の占める地位にふさわしいものとはなっていない」とするのも一種のプライド論である。
旧観光基本法は基本法でありながら、観光施設財団抵当法(1968 年)を除きその後成立した国際観光文化都市の整備のための財政上の措置等に関する法律(1977 年)、総合保養地域整備法(1987 年)、祝日三連休化法(2001 年)、景観緑三法(2004 年)の国会審議等において旧観光基本法との関連性は議論されなかった。旧観光基本法においては、「観光の概念を法律的に的確に表現することは至難の業であることをさとり」「観光という言葉が既存の法律の中に使われておれば、そういう概念として世間に通用しており、新たに定義せんでもよろしい」（注１）ということで定義が規定されなかった。規範性のある法制度の前提となる観光概念が整理されないまま同法が規定されたことに起因し、実定法を中心とした観光関係法制度が発展的な広がりをみせなかったことにより、規範性のある法制度の前提となる観光概念も発展してこなかったのである。結局旧観光基本法が規定する関連法は観光施設財団抵当法だけであった。環境基本法が20近い直接関係する法律をもつこと等と比較すると、基本法としての指針性に問題があった。
旧観光基本法が改題を含めて全面改正され、2007 年から観光立国推進基本法として施行された。第 164 国会において自由民主党衆議院議員愛知和男から提案された観光立国推進基本法案は、第 165 国会において継続審議されていたものの最終的には撤回され、新たに衆議院国土交通委員長から地域の創意工夫と自主性をより強調した観光立国推進基本法案が提出され、超党派の全会一致により成立した。「地方公共団体は、国の施策に準じて施策を講ずるように努めなければならない」と規定していた中央集権的な旧観光基本法第 3 条は「地方公共団体は、基本理念にのっとり、観光立国の実現に関し、国との適切な役割分担を踏まえて、自主的かつ主体的に、その地方公共団体の区域の特性を生かした施策を策定し、及び実施する責務を有する」(観光立国推進基本法 4 条)と改正され、観光基本法が抱えていた最大の課題は解決された。佐伯宗義が行った観光は個性の発揮であるとの主張は 44 年余を経て実現することとなったわけである。このことは、観光立国推進基本法の前文に「地域における創意工夫を生かした主体的な取組を尊重しつつ、地域の住民が誇りと愛着を持つことのできる活力に満ちた地域社会の持続可能な発展を通じて国内外からの観光旅行を促進することが、将来にわたる豊かな国民生活の実現のため特に重要であるという認識の下に講ぜられなければならない」と記述されていることからも確認される。 なお、観光立国推進基本法が後進的ニュアンスを含む用語「立国」をあえて使用している理由は、忘れられた基本法であった観光基本法をよみがえらせるインパクトをもたせるためと考えられる。法律名が「観光立国」となっているが、立法者の真意は「観光立地域」であることは地域の自主性を強調した前文等から容易に推察できる。また、観光立国推進基本法が制定された実質的理由としては、同法が持つ指針性を活用して観光庁設置の運動に結びつける狙いがあるものと推察できる。このことは、同法 26 条が政策実現部隊である行政機関の充実強化を図るため、「国及び地方公共団体は、観光 立国の実現に関する施策を講ずるにつき、相協力するとともに、行政組織の整備及び行政 運営の改善に努めるものとする」と規定していることからも伺える。
観光立国推進基本法は国が観光立国推進基本計画を策定し、観光立国の実現に関しては、国の他の計画は、この観光立国推進基本計画を基本としなければならないと規定している。これまでの旧観光基本法の規範性の希薄さを充足する改正内容であるが、地方公共団体の観光計画との関係では直接規定が設定されていない。この点では環境基本法と同じシステムをとっており、地域の個性を重視する観光理念からするとバランスが取れている。

2008年エコツーリズム推進法が成立したが、観光立国推進基本法との関係性について触れていない。観光立国推進基本法は、環境や景観の保全についても規定を設けている。エコツーリズ推進法は「自然観光資源」を法律上の基本的な概念として使用しているが、観光立国推進基本法が規定する観光資源との関係に触れていない。それどころか、生物多様性基本法、琵琶湖の保全及び再生に関する法律において字句「エコツーリズム」が使用されるようになってしまった。結局、観光概念のあいまいさによる法律としての指針性、規範性が欠如するという旧観光基本法が抱えていた問題点は、字句ツーリズムの法令への採用により、観光立国推進基本法においても、さらに拍車をかけるものとなってしまった。
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